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居宅介護支援 重要事項説明書

１．事業者（法人）の概要

事業者（法人）の名称 医療法人社団 一意会

主たる事務所の所在地 〒959-0425 新潟市西蒲区押付６７８番地

代表者（職名・氏名） 理事長 水野 明

設立年月日 平成１５年３月６日

電話番号 ０２５６-７０-４４００

２．ご利用事業所の概要

ご利用事業所の概要 ケアプラン ここまる

サービスの種類 居宅介護支援

事業所の所在地 〒959-0425 新潟市西蒲区押付６７８番地

電話番号 ０２５６-７８-７３７１

ＦＡＸ ０２５６-７８-８３７６

指定年月日・事業所番号 令和 元年 ５月 1 日指定 新潟市 1570114866

管理者の氏名 吉岡 弘子

通常の事業の実施地域 新潟市西蒲区 中央区 西区 南区 江南区 燕市 西蒲原郡

３．事業の目的と運営の方針

事業の目的

要介護状態にある利用者が、その有する能力に応じ、可能な限り居宅にお

いて自立した生活を営む事ができるよう、適正な指定居宅介護支援を提供す

る事を目的とします。

運営の方針
居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の心身の状況、その置かれてい

る環境等に応じて、利用者の意向を尊重し適切な保険医療サービス及び福祉

サービスが、多様な事業から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行

きます。

居宅介護支援の提供にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、特定の

種類または特定の居宅サービス事業所に不当に偏ることがないよう、公正中

立に行います。

居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の所在する市町村、地位包括支援

センター、他の居宅介護支援事業者、介護保険施設等との連携に努めます。

居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化

防止又は要介護状態となる事の予防に資するよう行うとともに、医療サービ

スとの連携に十分配慮して行います。

４. 提供するサービスの内容・提供方法

契約書に掲げる「指定居宅介護支援事業について」を参照して下さい。
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５. 営業時間

営業日

月曜日から金曜日まで

ただし、国民の祝日（振り替え休日を含む）及び年末年始

（１２月３１日から１月３日）を除きます。

営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分まで

６. 事業所の職員体制・職務内容

（１）職員体制

従業員の職種

員数

常勤 非常勤 計

管理者兼介護支援専門員 1人 １人

（２）職務内容

職務内容

管理者
従業員の管理及び利用申込に係る調整、業務の実施状況の把握その他の

管理を一元的に行います。

介護支援専門員 居宅介護支援業務を行います。

７. 利用料

指定居宅介護支援を提供した際の利用料金の額は、厚生労働大臣が定めた基準によるも

のとし、当該指定居宅介護支援が法定代理受領サービスである時は、あなたの自己負担は

ありません。

ただし、保険料の滞納等により法定代理受領できない場合は、一旦、１か月当たりの料

金をお支払いいただきます。

その場合、事業者は指定居宅介護支援提供証明を発行いたしますので、後日、所在市町

村窓口に指定居宅介護支援提供証明書を提出しますと払い戻しを受けることができます。

（１）居宅介護支援の利用料

【基本利用料】

取扱要件 利用料（1か月あたり）

利用者負担金

法定代

理受領分

法定代理

受領分以外

居宅介護支援費（Ⅰ）

居宅介護支援（ⅰ）

＜1 人当たりの取扱件数

45 件未満＞

要介護 1・ 2 11,088 円

無料

11,088 円

要介護 3・ 4・ 5 14,406 円 14,406 円

居宅介護支援（ⅱ） 要介護 1・ 2 5,554 円 5,554 円
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＜1 人当たりの取扱件数

45 件以上 60 件未満＞
要介護 3・ 4・ 5 7,188 円 7,188 円

居宅介護支援（ⅲ）

＜1 人当たりの取扱件数

60 件以上＞

要介護 1・ 2 3,328 円 3,328 円

要介護 3・ 4・ 5 4,309 円 4,309 円

居宅介護支援費（Ⅱ）※一定の情報通信機器の活用又は事務職員の配置を行っている事業所

居宅介護支援（ⅰ）

＜1 人当たりの取扱件数

50 件未満＞

要介護 1・ 2 11,088 円

無料

11,088 円

要介護 3・ 4・ 5 14,406 円 14,406 円

居宅介護支援（ⅱ）

＜1 人当たりの取扱件数

50 件以上 60 件未満＞

要介護 1・ 2 5,381 円 5,381 円

要介護 3・ 4・ 5 6,973 円 6,973 円

居宅介護支援（ⅲ）

＜1 人当たりの取扱件数

60 件以上＞

要介護 1・ 2 3,226 円 3,226 円

要介護 3・ 4・ 5 4,186 円 4,186 円

（注１）上記の基本利用料は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定され

た場合は、これら基本利用料も自動的に改訂されます。なお、その場合は、事前に

新しい基本利用料を書面でお知らせします。

【加算】以下の要件を満たす場合、上記の基本利用料に以下の料金が加算されます。

加算の種類 加算の要件 加算額

初回加算

新規あるいは要介護状態区分が２区分以上変更され

た利用者に対し指定居宅介護支援を提供した場合

（１月につき）

３，０６３円

入院時情報

連携加算(Ⅰ)

利用者が入院した日のうちに、病院等に入院する際

に必要な情報を提供した場合

（１月につき１回を限度）

２，５５３円

入院時情報

連携加算(Ⅱ)

利用者が入院してから翌日又は翌々日に、病院等に

入院する際に必要な情報を提供した場合 （１月に

つき１回を限度）

２，０４２円

退院・退所加算

（Ⅰ）イ

病院や介護保険施設等からの退院・退所にあたって

病院等の職員から必要な情報の提供をカンファレン

ス以外の方法で１回受けた上で居宅サービス計画を

作成し、居宅サービス等の利用調整を行った場合（

入院又は入所期間中につき１回限度）

４，５９４円

退院・退所加算

（Ⅰ）ロ

病院や介護保険施設等からの退院・退所にあたって

病院等の職員から必要な情報の提供をカンファレン

スにより１回受けた上で居宅サービス計画を作成し

、居宅サービス等の利用調整を行った場合（入院又

は入所期間中につき１回を限度）

６，１２６円

退院・退所加算

（Ⅱ）イ

病院や介護保険施設等からの退院・退所にあたって

病院等の職員から必要な情報をカンファレンス以外

の方法で２回受けた上で居宅サービス計画を作成し

、居宅サービス等の利用調整を行った場合（入院又

は入所期間中につき１回を限度）

６，１２６円

退院・退所加算

（Ⅱ）ロ

病院や介護保険施設等からの退院・退所にあたって

病院等の職員から必要な情報の提供を２回受けてお

り、そのうちの１回をカンファレンスにより受けた

上で居宅サービス計画を作成し、居宅サービス等の

７，６５７円
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利用調整を行った場合（入院又は入所期間中につき

１回を限度）

退院・退所加算

（Ⅲ）

病院や介護保険施設等からの退院・退所にあたって

病院等の職員から必要な情報の提供を３回以上受け

ており、そのうちの１回をカンファレンスにより受

けた上で居宅サービス計画を作成し、居宅サービス

等の利用調整を行った場合（入院又は入所期間

中につき１回を限度）

９，１８９円

通院時情報連

携加算

利用者が医師の診察を受ける際に同席し、医師等に

利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供

を行い、医師等から利用者に関する必要な情報提供

を受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合

（１月につき１回を限度）

５１０円

緊急時等居宅

カンファレンス

加算

病院等の求めにより、医師等と共に居宅を訪問して

カンファレンスを行い、必要な居宅サービス等の利

用調整を行いカンファレンスの要点を居宅サービス

計画等に記載した場合（１月に２回を限度）

２，０４２円

【減算】以下の要件に該当する場合、上記の基本利用料から減算されます。

減算の種類 減算の要件 減算額

運営基準減算

指定居宅介護支援の業務が適切に行われず、一定の要件

に該当した場合

〇減算要件

・月に 1回利用者宅に訪問し、面接をしていない場合

・居宅サービス計画書を交付していない場合

・サービス担当者会議の開催などを行っていない場合

・モニタリング（評価）の結果を記録していない状態が

1か月以上継続する場合

・複数の事業所の紹介を求めることが可能であることを

説明しなかった場合

・居宅サービス事業所をケアプランに位置付けた理由を

求めることが可能であることを説明しなかった場合

上記基本利用料

の５０％（２月

以上継続の場合

１００％）

以下の基準に適合せいていない場合

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する

サービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時

の体制で早期の業務再開を図るための計画(業務継続計

画)を策定すること

・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること

上記基本利用料

の３０％

特定事業所

集中減算

・居宅サービス計画に位置付けた訪問介護等について特

定の事業者への集中率が、正当な理由なく８０％を超え

る場合

－２，０４２円

８．事故発生時の対応

指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族、市町

村等へ連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。

サービス提供により発生した事故等により、利用者の生命、身体、財産等に損害が生

じた場合は、速やかにその損害賠償するものとする。
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但し、事業者の故意又は過失よらない場合は、この限りではないものとする。

９．高齢者虐待の防止のための措置

事業者は利用者の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するため、事業所におけ

る虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果につい

て介護支援専門員に周知徹底を図る。事業所における虐待防止のための指針を整備する。

介護支援専門員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施する。

高齢者虐待防止に関する責任者 介護支援専門員 吉岡 弘子

虐待が発生した場合、速やかに市町村へ通報し、市町村が行う虐待等に対する調査等に

協力するよう努める

１０.感染症のまん延予防防止のための措置

事業所は平常時から感染症の予防に十分に留意するとともに、感染症発生時の際には、

迅速に必要な措置を講じるため、感染症の原因の特定及びまん延防止に必要な措置を講じ

る体制を整備する。

１１．業務継続計画の策定等

事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する介護保険事業所サービ

スの提供を継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため計画

（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画書に従い必要な措置を講ずるものとする。

又、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じ業務継続計画の変更を行うものと

する。

１２．秘密の保持と個人情報の保護について

1 利用者及びその

家族に関する秘

密保持について

１．事業所は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する

法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者におけ

る個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」を遵守し、適

切な取り扱いに努めるものとします。

２．事業所及び事業者の使用する者（以下「従業者という。」はサー

ビス提供をする上で知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な

理由なく、第三者に漏らしません。

３．また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した

後においても継続します。

４．事業者は、従業者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を

保持させるために、従業者である期間及び従業者でなくなった後

においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約

の内容とします。

2 個人情報の保護

について

１．事業者は、利用者から予め文書で説明し同意を得ない限り、サー

ビス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いません。ま

た、利用者の家族の個人情報についても、予め文書で説明し同意

を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報

を用いません。

２．事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録

物（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良

な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏

洩を防止するものとします。

３．事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内

容を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削

除を求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に
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必要な範囲内で訂正等を行うものとします。（開示に際して複写

料などが必要な場合は利用者の負担となります。）

１３．苦情対応の概要

苦情受付窓口

窓口責任者

窓口責任者 管理者 吉岡 弘子

（電話） ０２５６－７８－８３７１

（ＦＡＸ） ０２５６－７８－８３７６

受付時間 毎週月曜日から金曜日 ８：３０～１７：３０

受付方法 担当者へ直接相談もしくは、電話にて相談受付

（２）上記に関する苦情や相談は、下記の機関にも申し立てることができます。

苦情受付機関

新潟市介護保険課 電話番号 ０２５－２２６－１２７３

新潟県社会福祉協議会

運営適正化委員会
電話番号 ０２５－２８１－５６０９

新潟県国民健康保険団体連合会 電話番号 ０２５－２８５－３０２２

１４．サービスの利用にあたっての留意事項

サービスのご利用にあたってご留意いただきたいことは、以下のとおりです。

（１）介護支援専門員に贈り物や飲食物の提供などはお断りいたします。

（２）体調や容体の急変などによりサービスを利用できなくなったときは、担当の介護支

援専門員又はサービス事業所の担当者へご連絡ください。

（３）病院や診療所に入院する必要が生じた場合には、介護支援専門員の氏名及び連絡先

を入院先の病院等にお伝えください。
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居宅介護支援のサービス提供開始にあたり、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。

事 業 者 住 所 新潟県新潟市西蒲区押付６７８番地

事業者名 医療法人社団 一意会

代表者 理事長 水野 明 印

事業所名 ケアプラン ここまる

説明者・職名 介護支援専門員

氏名

私は、本書面に基づいて重要事項について説明を受け、同意しました。

令和 年 月 日

利 用 者 住 所

氏 名

署名代行者（又は法定代理人）

住 所

氏 名

本人との続柄

立 会 人 住 所

氏名


